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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である主排気ダクト及び支持構造物（Ｃクラス施

設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，隣接している上位クラス施設である２号機排気筒に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

主排気ダクトは，図2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である２号機排気筒

に隣接していることから，地震時に本機器が転倒及び落下した場合は，２号機排気筒に対し

て波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 主排気ダクトと上位クラス施設の位置関係図 

 

2.2 構造計画 

      主排気ダクトの構造計画を表 2－1に示す。

タービン建物 

原子炉建物 

 

２号機排気筒 

（上位クラス施設＊） 

主排気ダクト 

(下位クラス施設：Ｓｓ機能維持) 

排気筒（非常用ガス処理系用） 

（上位クラス施設） 

注記＊：排気筒（非常用ガス処理系）の間接支持構造物であるため， 

上位クラス施設となる。 

：評価範囲 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

主排気ダクトは，支持構

造物を介して基礎ボルト

により基礎部であるコン

クリート床に固定され

る。 

主排気ダクトは，矩形

ダクト，円形ダクト，

伸縮継手で構成され，

２号機排気筒に接続さ

れる。 
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2.3 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

なお，複数建物・構築物に跨る解析モデルについては，建物・構築物の境界を記載する。

また，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲を含む解析モデルについては，設

計基準対象施設に該当する範囲を示した鳥瞰図と重大事故等対処設備に該当する範囲を示し

た鳥瞰図に分けて添付する。鳥瞰図の記号凡例を下表に示す。 

記号 内容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設計基準対象

施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。） 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

（破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系統の管であ

って解析モデルの概略を示すために表記する管 

質点 

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，   内に変位量を記載

する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による変位量のみを記載す

る。） 
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 2.4 評価方針 

主排気ダクト及び支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した上位クラス施設と同じ運転状態における荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」にて示す主排気ダクトの部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び

「4.5 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

主排気ダクト及び支持構造物の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 主排気ダクト及び支持構造物の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

主排気ダクト及び支持構造物 

構造強度評価 

地震応答解析 
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2.5 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.6 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 

ｂ 

ａｅ 

ｂｅ 

ＣＨ 

ＣⅤ

Ｄ

Ｅ 

ＫＲ 

ＫＳ

Ｉ 

Ｍ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

ｔ 

ν 

Ａｂ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ ＊

Ｆｂ

Ｑｂ

σｔｂ

τｂ 

fｓｂ 

fｔｏ 

fｔｓ 

矩形ダクトの長辺長 

矩形ダクトの短辺長 

ダクトフランジの有効幅 

ダクトウェブの有効幅 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

円形ダクト口径 

縦弾性係数 

円形ダクトの許容座屈曲げモーメント係数

矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント係数

断面二次モーメント 

ダクトの許容座屈曲げモーメント 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

ダクト板厚 

ポアソン比 

基礎ボルトの軸断面積 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルト（1本当たり）に作用する引張力 

基礎ボルト（1本当たり）に作用するせん断力 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

― 

mm 

MPa 

― 

― 

mm4

kN・m 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

― 

mm2 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.7 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

減衰定数 ％ ― ― 小数点以下第 1位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

計算モーメント kN・m 小数点以下第 1位 切上げ 有効数字 4桁＊2 

許容モーメント kN・m 小数点以下第 1位 切捨て 有効数字 4桁＊2 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

主排気ダクトの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，２号機排気筒に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する観点から，主排気ダクト及

び支持構造物を評価対象とする。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 動的解析はスペクトルモーダル解析法により実施する。 

(2) 地震力は，主排気ダクトに対して水平２方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，

水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) ダクトが薄板構造であることから座屈曲げモーメントについて評価を実施する。 

(4) ダクトに接続する伸縮継手は，解析モデル上，質量としてダクト接続部に考慮している。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力・断面二次モーメント 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主排気ダクト及び支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2

に示す。 
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4.2.2 主排気ダクトの許容座屈曲げモーメント 

主排気ダクトに生ずる曲げモーメントは，Ⅵ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の耐震計

算について」に基づき，地震による曲げモーメント及び自重による曲げモーメントの合

成曲げモーメントを求め，評価を行うものとする。 

次に，円形ダクト及び矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント算出式を示す。 

 

a. 円形ダクトの許容座屈曲げモーメント 

  

Ｍ＝ＫＲ・
Ｅ

1-ν
2・

Ｄ

2
・ｔ

2
 

 

円形ダクト許容座屈曲げモーメントは，円筒かくの屈服座屈の式＊1 を基に安全裕度を

考慮して定めたものである。 

 

b. 矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント 
 

Ｍ＝ＫＳ・√
π2Ｅ・Ｓｙ

1－ν2
・ｂ・ｔ

2
 

 

矩形ダクト許容座屈曲げモーメントは，鵜戸口の式＊2 を基に安全裕度を考慮して定め

たものである。 

  注記＊1： 「新版機械工学便覧」（1987年 4月 日本機械学会編）A4-7.5.3a.ⅳ項 

    ＊2： 「薄肉長方形および箱形はりの座屈と強度」 

         （1963年 8月日本機械学会 journal of the J.S.M.E.Vol.66，No.535） 

 

4.2.3 主排気ダクトの断面二次モーメント 

円形ダクト及び矩形ダクトの断面二次モーメントの算出方法について以下に示す。 

 

a. 円形ダクトの断面二次モーメント 

図 4－1 に示す円形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。  

  

Ｉ＝
π

8
・Ｄ

3
・ｔ 

 

円形ダクトの断面二次モーメントは，円管の断面二次モーメントの算出式を基に定

めたものである。 
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図 4－1 円形ダクトの断面図 

b. 矩形ダクトの断面二次モーメント

図 4－2 に示す矩形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。矩形ダクト

の断面二次モーメントは，角型鋼管の断面二次モーメントの算出式を基に定めたもの

である。 

次式では，ダクト長辺に対して平行軸回りの断面二次モーメントを示しているが，

評価においてはダクト長辺に対して平行軸回り及び直交軸回りの断面二次モーメント

をそれぞれ設定する。 

Ｉ＝

図 4－2 矩形ダクトの断面図 

Ｄ

Ｄ ：円形ダクト口径    (mm) 

ｔ ：ダクト板厚  (mm) 

ａ 

ｔ

ｂ
 

ａｅ／2 ａｅ／2

ｂ
ｅ
／
2 

ｂ
ｅ
／

2 

ａ ：ダクト長辺長  (mm) 

ｂ ：ダクト短辺長  (mm) 

ａｅ：ダクトフランジの有効幅  (mm) 

ｂｅ：ダクトウェブの有効幅    (mm) 

ｔ ：ダクト板厚              (mm) 中立軸
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4.2.4 支持構造物の許容応力 

  支持構造物の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示す。

なお，支持構造物は，支持構造物部材と主排気ダクトを支持している支持装置である。 

 

4.2.5 使用材料の許容応力評価条件 

主排気ダクト及び支持構造物，基礎ボルトの使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性管理施設 

主排気ダクト Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

支持構造物 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性管理施設 

主排気ダクト 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

支持構造物 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft⚹ 1.5・ft⚹ 1.5・fs⚹ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

主排気ダクト 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

支持構造物部材 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 325 490 ― 

支持装置 

最高使用温度 80 ― 204 379 ― 

最高使用温度 80 ― 706 847 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 785 930 ― 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

主排気ダクト 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

支持構造物部材 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 325 490 ― 

支持装置 

最高使用温度 80 ― 204 379 ― 

最高使用温度 80 ― 706 847 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 785 930 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

主排気ダクト及び支持構造物の解析モデルを図 4－3 に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を本計算書の【主排気ダクト及び支持構造物の耐震性についての計算結果】

の機器要目に示す。 

(1) 主排気ダクト及びその支持構造物をはり要素でモデル化した 3 次元はりモデルを用いる。

(2) 解析モデル各節点の質量は，ダクト質量等であり，実際の位置を考慮して付加する。

(3) 拘束条件は，支持構造物のコンクリート床への取付部を固定とする。

(4) 解析コードは，「SAP2000」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメントを

求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ

－5－58「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

(5) 支持構造物部材は，部材同士を溶接で接合しているため，剛結合とする。また，支持装

置は，支持構造物部材とボルトで接合しているため，ピン結合とする。

(6) 主排気ダクトと伸縮継手との取り合いについては，取り合い部を自由端とし，端部に伸

縮継手の集中質量を付加する。
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図 4－3 主排気ダクト及び支持構造物解析モデル 
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4.4 設計条件 

 鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応したダクト番号及び支持構造物番号で区分し，ダクト番号及び支持構造物番号と対応する評価点番号を示す。 

また，ダクト番号及び支持構造物番号に対応した評価点番号に対して，解析上考慮する付加質量を示す。 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

a. 円形ダクト

ダクト 

番号 

対応する 

評価点 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 11～30 0.003 80 3818 9.0 Ｃ 200000 

2 30～35 0.003 80 3818 9.0 Ｃ 200000 

3 41～49,15 0.003 80 2718 9.0 Ｃ 200000 

b. 矩形ダクト

ダクト 

番号 

対応する 

評価点 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用 

温度（℃） 

長辺長 

（mm） 

短辺長 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 35～40 0.003 80 5018 2518 9.0 Ｃ 200000 



24 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-13 R0 

24 

c. 支持構造物

支持構造物 

番号 

対応する 

評価点 

周辺環境 

温度（℃） 
使用鋼材 材料 

耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 
1001～225,1002～230,1003～229 

1004～234,1005～235,1006～239 
40 K300×300×12.0 Ｃ 202000 

2 
2001～321,2002～325,2003～326 

2004～330,334～384,339～386 
40 K300×300×12.0 Ｃ 202000 

3 

201～212,204～209,205～216,208～213 

203～207,211～215,218～221 

301～310,305～306,311～320,315～316 

301～315,305～311,306～320,310～316 

40 K200×200×12.0 Ｃ 202000 

4 

225～229,235～239,230～234,225～230 

227～232,229～234 

321～325,326～330,334～339 

332～337,321～326,325～330 

40 H400×400×13/21 Ｃ 202000 

5 
332～384,326～384 

337～386,330～386 
40 H300×300×10/15 Ｃ 202000 

6 384～386,344～388,346～389 40 H250×250×9/14 Ｃ 202000 
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主排気ダクトの付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

－ － 

伸縮継手部等の付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

1450kg 11 

2550kg 40 

985kg 41 

支持構造物の付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

－ － 
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4.5 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－6 に示す。また，振動モード図は 3 次モードまでを代表とし，図

4－4に示す。固有周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－6 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 EW方向 NS方向 

1次 水平 0.383 -3.541 0.517 -0.106 

2次 水平 0.199 1.328 -1.189 -0.237 

3次 水平 0.160 4.419 1.043 -0.031 

4次 水平 0.090 -0.209 5.496 0.125 

5次 鉛直 0.060 0.094 -0.616 2.227 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。0.020ｓ以上 0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－4 代表振動モード図（1次モード 0.383s）（1／3） 
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図 4－4 代表振動モード図（2次モード 0.199s）（2／3） 
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図 4－4 代表振動モード図（3次モード 0.160s）（3／3） 
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4.6 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－7 に示す。「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地

震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 4－7 設計用地震力 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
排気筒 EL.8.500＊1 

固有周期(s) 水平：0.383＊2  鉛直：0.060＊2 

減衰定数(％) 水平：2.5  鉛直：2.5 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

EW方向 NS方向 

1次 0.383 2.26 2.26 1.34 

2次 0.199 2.26 2.26 1.79 

3次 0.160 3.43 3.43 1.78 

4次 0.090 5.27 5.27 2.53 

5次 0.060 3.51 3.51 2.93 

動的震度＊5＊6 1.47 1.47 0.93 

静的震度＊7 － － － 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：1次固有周期について記載 

  ＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモード

に対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

  ＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

  ＊7：3.6・Ｃｉ及び 1.2・Ｃｖより定めた震度 
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4.7 計算方法 

  4.7.1 基礎ボルトの応力の計算方法 

(1) 引張応力 

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。 

 
b

b
tb

Ａ

Ｆ
＝σ  ･･･････････････････････････････････････････ (4.7.1.1) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･･････････････････････････････････････････ (4.7.1.2) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。 

b

b
b

Ａ

Ｑ
＝τ  ･････････････････････････････････････････････  (4.7.1.3) 
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4.8 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【主排気ダクトの耐震性につ

いての計算結果】及び【支持構造物の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目

に示す。 

 

 4.9 応力評価 

4.9.1 基礎ボルトの応力評価 

4.7.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求めた許容組合せ応力   

fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] ･･･････････････････････････････ (4.9.1.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
 ・1.5

2

Ｆ
 

許容せん断応力 

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 ・1.5

31.5・

Ｆ
 

 

 

 

 

＊ 
＊ 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

5.1.1 主排気ダクトの評価結果 

  主排気ダクトの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこ

とを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.1.2 支持構造物の評価結果 

  支持構造物の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこと

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.1.3 基礎ボルトの評価結果 

  基礎ボルトの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこと

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

5.2.1 主排気ダクトの評価結果 

  主排気ダクトの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及

ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2.2 支持構造物の評価結果 

  支持構造物の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼ

さないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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5.2.3 基礎ボルトの評価結果 

  基礎ボルトの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼ

さないことを確認した。 

  (1) 構造強度評価結果 

   構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【主排気ダクトの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主排気ダクト Ｃ
排気筒 

EL.8.500＊1
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3 

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

1.2 機器要目 

1.2.1 主排気ダクト 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

200000 229 

200000 229 
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1.3 構造強度評価結果 (単位：kN･m)

機器名称 評価部位 材料 応力分類 鳥瞰図番号 
最大発生曲げ 

モーメント評価点

基準地震動Ｓｓ 

発生曲げ 

モーメント

許容座屈曲げ 

モーメント

主排気ダクト ダクト本体 
曲げ 

モーメント
HVAC-Y-1 38 1.318×103 

すべて許容座屈曲げモーメント以下である。 
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【支持構造物の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

支持構造物 Ｃ
排気筒 

EL.8.500＊1 
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

1.2 機器要目 

1.2.1 支持構造物部材 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

202000 245 400 

202000 235 400 

202000 245 400 

202000 325 490 

1.2.2 支持装置 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

204 379 

706 847 

229 379 

229 379 
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1.2.3 基礎ボルト 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ

(mm2) 

785 930 
36 

(M36) 
1017.8 

785 930 
30 

(M30) 
706.8 

1.3 基礎ボルトに作用する力 

部材 

Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 242300 42695 

1.4 構造強度評価結果 

1.4.1 支持構造物部材及び支持装置の応力  (単位：MPa) 

機器名称 評価部位 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

支持構造物 

支持構造物部材 組合せ応力 248 

支持装置 組合せ応力 194 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張 343 

せん断 61 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]
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【主排気ダクトの耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処施設  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主排気ダクト －
排気筒 

EL.8.500＊1
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3 

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

2.2 機器要目 

2.2.1 主排気ダクト 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

200000 229 

200000 229 
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2.3 構造強度評価結果 (単位：kN･m)

機器名称 評価部位 材料 応力分類 鳥瞰図番号 
最大発生曲げ 

モーメント評価点

基準地震動Ｓｓ 

発生曲げ 

モーメント

許容座屈曲げ 

モーメント

主排気ダクト ダクト本体 
曲げ 

モーメント
HVAC-Y-1 38 1.318×103 

すべて許容座屈曲げモーメント以下である。 
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【支持構造物の耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処施設  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

支持構造物 －
排気筒 

EL.8.500＊1 
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

2.2 機器要目 

2.2.1 支持構造物部材 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

202000 245 400 

202000 235 400 

202000 245 400 

202000 325 490 

2.2.2 支持装置 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

204 379 

706 847 

229 379 

229 379 
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2.2.3 基礎ボルト 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ

(mm2) 

785 930 
36 

(M36) 
1017.8 

785 930 
30 

(M30) 
706.8 

2.3 基礎ボルトに作用する力 

部材 

Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 242300 42695 

2.4 構造強度評価結果 

2.4.1 支持構造物部材及び支持装置の応力  (単位：MPa) 

機器名称 評価部位 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

支持構造物 

支持構造物部材 組合せ応力 248 

支持装置 組合せ応力 194 

すべて許容応力以下である。 

2.4.2 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張 343 

せん断 61 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 




